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決 定 

 
審査申出人 沖縄県知事 玉城康裕 
 

主 文 
 

本件審査の申出を却下する。 
 

理      由 
 
第１ 審査の申出の趣旨及び理由 
 
 本件審査の申出の趣旨及び理由は、平成３１年４月２２日付け「審査申出書」

（以下「本件審査申出書」という。別添１）記載のとおりである。 
なお、所論は審査の申出の対象が国土交通大臣による執行停止決定ではなく

審査請求に対する裁決であることに伴う変更等を除けば、平成３０年１１月２

９日付け「審査申出書」（以下「前回審査申出書」という。別添２の「別紙１」）

における主張と概ね同旨である（本件審査申出書とともに提出された証拠も、国

土交通大臣の裁決書（甲１）を除き、前回審査申出書におけるものと同一であ

る。）。 
 
第２ 事案の概要 
 
 １ 沖縄県宜野湾市所在の普天間飛行場の代替施設を同県名護市辺野古沿岸

域に建設するための公有水面の埋立て（以下「本件埋立事業」という。）に

つき、沖縄防衛局が、仲井眞弘多元沖縄県知事から公有水面埋立ての承認

（以下「本件承認処分」という。）を受けていたところ、翁長雄志前沖縄県

知事の死去により沖縄県知事職務代理者となった沖縄県副知事富川盛武は、

平成３０年８月１７日、地方自治法（以下「自治法」という。）第１５３条

第１項により、期間を同月１６日から沖縄県知事選挙における当選人の告
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示の日の前日までとして、知事の権限に属する事務の一部として本件承認

処分の取消処分について沖縄県副知事謝花喜一郎に事務の委任をしたとし

て、同副知事は、同月３１日付け書面で、本件承認処分を取り消した（以下

「本件承認取消処分」という。）。なお、同年１０月４日、沖縄県知事選挙に

おける当選人として沖縄県知事玉城康裕につき、告示がされた。 
沖縄防衛局は、同月１７日、国土交通大臣に対して、本件承認取消処分を

取り消す旨の裁決を求めて、行政不服審査法（以下「行審法」という。）によ

る審査請求及び同審査請求の裁決があるまで本件承認取消処分の効力を停

止することを求める執行停止を申し立て、国土交通大臣は、同月３１日に同

審査請求の裁決があるまで本件承認取消処分の効力を停止する旨の決定（以

下「本件執行停止決定」という。）をし、さらに平成３１年４月５日付けで

本件承認取消処分を取り消す旨の裁決（以下「本件裁決」という。）をした。 
 

本件は、沖縄県知事が、不適法な審査請求に対してされた本件裁決は、自

治法第２４５条に規定する「普通地方公共団体に対する国又は都道府県の関

与」のうち国の行政機関が行うもの（以下「国の関与」という。）に該当する

などとして、自治法第２５０条の１３第１項の規定に基づき、審査の申出を

したものである。 
 
２ なお、審査申出人は、本件審査の申出に先立ち、本件執行停止決定につい

て前回審査申出書に基づく審査の申出を行い（以下「前回審査の申出」とい

う。）、これに対して当委員会は、同審査の申出の適法性について検討し、同

決定は当委員会の審査の対象となる「国の関与」に当たらず、同審査の申出

は不適法であるとして、平成３１年２月１９日付けでこれを却下する旨の決

定（以下「前回決定」という。別添２）をした。 
 
第３ 当委員会の判断 
 
本件裁決は、国の関与には当たらないので、当委員会の審査の対象に該当しな

い。その理由は以下のとおりである。 
なお、第１に記載したとおり、本件審査申出書における審査申出人の主張は、
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前回審査申出書におけるものと概ね同旨であるところ、以下の当委員会の判断

も前回決定におけるものと基本的に同旨である。 
 
１ 国の関与について 

  ⑴ 自治法は、第２４５条において、地方公共団体の事務の処理に関し、国

の行政機関又は都道府県の機関が行う助言、勧告、許可、指示等を「関与」

とし、第２５０条の１３第１項において、このような関与のうち国の行政

機関が行うものに関し、是正の要求、許可の拒否その他の処分その他公権

力の行使に当たるものについて、不服があるときは、当委員会に対して審

査申出をすることを認める。 
 ⑵ ところで、「関与」の意義を定める自治法第２４５条は、その第３号に

おいて、「一定の行政目的を実現するため普通地方公共団体に対して具体

的かつ個別的に関わる行為」を掲げ、同号の括弧書において、「審査請求

その他の不服申立てに対する裁決、決定その他の行為」を「関与」から除

外している。 
⑶ そうすると、審査請求に対する裁決は、原則として、当委員会が審査す

べき国の関与から除外され、当委員会の審査対象にはならないことになる。

しかし、国の機関等が行審法第７条第２項に規定する「固有の資格」にお

いて相手方となった処分に関する審査請求に対して裁決がされた場合等、

審査請求がその成立の要件を欠き、ひいては裁決にも同様の瑕疵（以下「成

立に係る瑕疵」という。）があるような場合には、裁決としての効力を有

さないものと解されるから、それはもはや裁決として扱う必要がなく、「一

定の行政目的を実現するため普通地方公共団体に対して具体的かつ個別

的に関わる行為」として、当委員会が審査すべき国の関与に当たりうると

いうべきである。 
⑷ 以下、本件裁決に成立に係る瑕疵があるか否かについて検討する。 

 
２ 本件承認取消処分は国の機関が「固有の資格」において相手方となったも

のか 
⑴ 審査申出人は、沖縄防衛局が本件承認取消処分を「固有の資格」にお

いて受けたものであるから、沖縄防衛局による行審法に基づく審査請求
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は違法であり、国土交通大臣による本件裁決も違法であるとする。そこ

で、沖縄防衛局が本件承認取消処分を「固有の資格」において受けたも

のか否かについて検討する。 
⑵ 行審法第７条は、審査請求の対象から除外される処分及び不作為とし

て、その第１項において、国会の両院若しくは一院又は議会の議決によ

ってされる処分をはじめとして、審査請求の対象とならない処分等を列

記し、同第２項において、「国の機関又は地方公共団体その他の公共団体

若しくはその機関に対する処分で、これらの機関又は団体がその固有の

資格において当該処分の相手方となるもの及びその不作為については、

この法律の規定は、適用しない。」と規定する。 
この規定の趣旨は、多様な行政事務を各行政機関が所掌することから、

国の機関等が受ける処分の中には、一般私人が立ちえないような立場にあ

る状態で（「固有の資格」において）処分の効力を受ける場合と、一般私人

と同じような立場で処分の効力を受ける場合とがあることを考慮し、前者

の場合には行審法の適用を否定し、後者の場合には一般私人に対する処分

と同様、行審法の適用を肯定するものである。 
したがって、沖縄防衛局が、国の機関としての「固有の資格」において

本件承認取消処分の効力を受けたものとすれば、本件承認取消処分は審査

請求の対象とならないということになる。 
なお、本件承認取消処分は、既にされた公有水面埋立ての承認を取り消

すものであり、同取消処分について、「固有の資格」において受けるものか

否かは、承認の性質と表裏の関係にあるので、以下では、承認について、

この点を検討することとする。 
  ⑶ 国の機関等が「その固有の資格において当該処分の相手方となるもの」  

とは、「一般私人が立ちえないような立場にある状態で処分の相手方とな

る場合」ということができる。そして、一般私人が立ちえないような立場

にある状態であるか否かは、審査請求の可否という観点から具体的処分の

効力について検討すべきものである。 
⑷ 公有水面埋立法（以下「埋立法」という。）における免許と承認との関係

を検討する。 
ア 国は公有水面の埋立権能を有するが、埋立法は、一般私人・事業者と
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しての地方公共団体等（以下、単に「一般私人」という。）のする埋立て

についてのみならず、国のする埋立てについても、この権能のうち埋立

事業の規制権能の行使を都道府県の事務としている。そして、埋立法は、

一般私人の行う埋立事業に対する免許に関する規律を母体とし、これを

国（の機関）を名宛人とする埋立事業に対する承認に準用する法形式を

採用している（埋立法第４２条）。これによれば、埋立事業は一般私人が

担当することを想定し、その要件、効果を国（の機関）の行う埋立事業

に当てはめたものであり、一般私人に対する免許と国（の機関）に対す

る承認という用語上の区別がされているが、処分の効果としては、いず

れも適法に埋立事業を行う権限を付与するという点で同様であり、イに

記載する相違点は、適法に埋立てがされた後の埋立地所有権の成立又は

埋立権限が付与された後の埋立事業の遂行に関するものであり、免許と

その規定を準用する承認における申請、審査基準は共通で、上記の差異

の故に承認に特別の審査基準が適用されるものではないから、知事の判

断によってもたらされる効果は適法な埋立権限の付与に向けられており、

承認を受ける国（の機関）の立場は免許を受ける一般私人と変わらない

ものといえる。 
イ 審査申出人は、要旨、免許においては、公有水面の排他的埋立権の付

与に加え、竣功認可を条件として竣功認可の日において埋立地の所有権

を取得せしめる効果が認められるのに対して、承認においては、竣功認

可に関する規定（埋立法第２２条ないし第２４条）は準用されず、都道

府県知事に対する竣功通知をすることにより（埋立法第４２条第２項）、

竣功通知の日において、埋立地についての支配権が私法上の所有権に転

化する、すなわち承認によって国（の機関）に付与される埋立権限には、

公用廃止という効果を有する竣功通知を行う権限を付与することが含ま

れているとの相違があり、公用廃止という効果について、免許において

は竣功認可・告示という都道府県知事の行為を要するのに、承認におい

ては竣功通知という国（の機関）の単独の行為で足りるとの相違がある

から、免許と承認とは法的効果を異にし、承認を受ける国（の機関）の

立場を免許を受ける一般私人の立場と同視することはできない旨の指摘

をする。 
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しかし、埋立権限の付与と、埋立ての結果としての埋立地への所有権の

成立とは別個のことがらであることからすると、免許、承認のいずれにお

いても、都道府県知事が要件を審査して出願人に付与する権利、利益は埋

立権限の付与であり、埋立地についての所有権の成立は適法な埋立てに

より生じた土地に対する法律効果といえ、この法律効果の規律につき免

許と承認との間に差異があると理解することができる。すなわち、一般私

人の行う埋立事業に対する免許においては、処分の要件、処分の効果は埋

立権限の付与に向けられており、埋立地における所有権の成立には竣功

認可という別個の処分を要するものであり、他方、承認においても、処分

の要件、処分の効果は埋立権限の付与に向けられており、埋立ての結果と

して公有水面に対する支配権が埋立地の所有権に代わるという法律効果

が生ずるので（承認の効果として埋立地の所有権が創設されるものでは

ない。）、それを竣功通知で明らかにしたものと解されるのである。そうす

ると、審査請求の可否を論ずる観点から、不服を申し立てるべき処分の効

果に着目すれば、埋立法は、免許と承認とにつき、埋立権限の付与という

共通の効果を本来的効果とし、承認についても免許と同じ法的規制を加

え、埋立地の所有権という埋立てに付随する効果について必要な規定を

整備したものと理解することができるのである。 
なお、埋立地の所有権に関連する相違のほか、免許についての事業者へ

の監督の規定の多くが承認に準用されていないが、監督の要否は埋立て

をなす事業主体の信用、資力、事業遂行能力、遵法性によって異なるもの

であり、問題は、一般私人であれ国（の機関）であれ、埋立権限の付与に

ついて同様に扱われているかどうかであって、監督の必要性の差異をも

って、承認の効果につきアに述べたところを左右するものとは解されな

い。 
以上によれば、免許と承認に係る上記の規律の差異は、承認によって埋

立権限の付与を受ける国（の機関）が一般私人の立ちえないような立場に

立つことを示すものとは解されない。 
ウ 埋立ての必要性としての埋立地の用途は、承認又は免許の要件として

考慮されるものであって（埋立法第４条第１項第１号、第３号、第４号）、

承認又は免許の効果の内容をなすものではないから、本件承認処分に係
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る埋立地の用途が飛行場関連施設を設け、基地として提供することにあ

ることをもって、承認の効果につきアに述べたところを左右するもので

はない。 
エ  以上によれば、公有水面の埋立承認による埋立権限の付与という効果

は、免許における一般私人と同様の立場に向けられたものということが

でき、この埋立権限の付与処分（承認）を取り消す処分は埋立権限を奪

う不利益処分として、国（の機関）がその「固有の資格」において受け

る処分には当たらないというべきである。 
そうすると、公有水面の埋立てにつき、承認を拒絶され、又は承認を取

り消された国（の機関）は、行審法に基づき国土交通大臣に処分の取消し

を求めて審査請求をすることができるものというべきである。 
したがって、沖縄防衛局は本件承認取消処分を「固有の資格」において

受けたものではなく、これに対する審査請求についてなされた本件裁決

に成立に係る瑕疵があるとはいえない。 
 
３ 国土交通大臣の審査庁としての適格性について 
  審査申出人は、国土交通大臣が裁決をなしうる立場を著しく濫用したとし

て、国土交通大臣による本件裁決が違法であるとするから、国土交通大臣に

審査庁としての適格性があるかどうかについて検討する。 
審査申出人による、法定受託事務に係る処分の相手方が国（の機関）であ

る場合に法令所管大臣に対して審査請求を認めること（自治法第２５５条の

２第１項第１号）は、不服の申立人と裁定者との利害が共通することになる

から不当であり、このような審査請求における裁定に処分庁たる地方公共団

体の長への拘束力を肯定することは地方自治の本旨に反するとの指摘は、い

わゆる裁定的関与において国（の機関）が処分の相手方となる場合の問題点

を指摘するものとして理解することができる。しかし、既に説示したとおり

行政事務は多様であり、行政機関が処分の主体となることもあれば、処分の

相手方となることもあり、他方で、行政事務は細分化され各行政機関が所掌

するものとされており、所管法令の適用における要件審査は所管行政庁に属

し、所管行政庁は所管法令を適正に解釈、適用するものとされているから、

制度上、不服の申立人と判断を示す者との利害が共通することにはならない
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し（処分の申請者と判断者とが同一主体に属する例として、地方公営企業の

申請に対してその属する地方公共団体の長が処分を行うことも、珍しいこと

ではない。）、現に、国の機関等が「固有の資格」によらずに処分の相手方と

なり、行政不服審査を請求することは、行審法第７条第２項が予定している

ところである。 
また、審査請求に係る処分につき、地方公共団体と審査庁である所管大臣

との間で意見・判断が異なる場合には、審査庁の判断が拘束力を有すること

になる（行審法第５２条。 高裁昭和４９年５月３０日第一小法廷判決・民

集２８巻４号５９４頁参照。このような裁決によって不利益を受ける地方公

共団体が訴えによる救済を求められないとすると、法定受託事務の処理に関

する地方公共団体の自主性及び自立性を損なうおそれがあることも学説の

指摘するところである（なお 高裁昭和３７年４月１２日第一小法廷判決・

民集１６巻４号７８１頁も参照。）。）。しかし、国の機関に対する処分につき

所管大臣に審査請求をすることをもって、違法（権利濫用）ということはで

きないし、本件審査請求の成立を否定するほどに国土交通大臣が埋立法の解

釈適用を意図的に歪めると推認するに足る証拠はない。 
たしかに、本件承認取消処分の適否を争う方法としては、国土交通大臣に

対する審査請求による方法のほかに、裁判所に対して本件承認取消処分の取

消しを求める行政訴訟を提起する方法がある。しかし、どのような不服申立

方法を選択するかは、処分の名宛人である沖縄防衛局において、諸般の事情

を総合考慮して決すべきものである。 
   したがって、国土交通大臣の審査庁としての適格性との観点においても、

本件裁決に成立に係る瑕疵があるとはいえない。 
 
４ 本件承認取消処分に対する審査請求の相手方（審査庁） 

   本件承認取消処分に対する審査請求の相手方（審査庁）につき、審査申出

人は、本件承認取消処分は沖縄県知事職務代理者富川盛武から自治法第１

５３条第１項による委任を受けた沖縄県副知事謝花喜一郎がしたものであ

り、この処分に対する審査庁は沖縄県知事であるとする（行審法第４条第４

号）。 
しかし、審査請求における処分庁は、新たな処分を含め裁決に従った対応
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をすべき者として現存していることが予定されているから（行審法第５２

条）、審査請求時までに委任された権限の消滅又は移転により受任者たる処

分庁の権限に承継が生ずる場合には、審査請求における処分庁、審査庁は審

査請求時における処分権限の帰属を基準に判断すべきものである。そして、

「事案の概要」に記載したとおり、沖縄県副知事謝花喜一郎に対する本件承

認取消処分の権限に係る委任は、新知事の選挙に係る当選告示の日の前日ま

でとされていたから、本件承認取消処分をした処分庁の権限は、当選告示日

の前日である平成３０年１０月３日の終了をもって委任者たる沖縄県知事

職務代理者富川盛武に承継され、当選告示をもって現知事に承継されたこと

になるので、審査請求時の処分庁は沖縄県知事であり、審査庁は国土交通大

臣となる。

したがって、審査申出人の上記主張は採用できない。

５ まとめ

 以上のとおり、本件裁決に成立に係る瑕疵は存在しないから、同裁決は、

当委員会が審査すべき国の関与から除外されるものであって、当委員会の

審査対象にはならない。

第４ 結論

 よって、本件審査の申出は不適法なものとしてこれを却下することとし、主文

のとおり決定する。

国 地 方 係 争 処 理 委 員 会 

委   員   長 富 越 和 厚

委 員 長 代 理 小 幡 純 子

委 員 牛 尾 陽 子

委 員 齋 藤 誠

委 員 琢 也辻


	決定書
	190219　国地方係争処理委員会決定書（通知）
	決定書（最終版）_Redacted
	190218 決定書（最終版）
	20190219_09460583_Redacted

	別紙１_Redacted
	別紙２
	別紙２

	別紙３
	バインダー1_Redacted
	【統合】別紙１～６
	別紙３ 国土交通大臣回答書



	別紙４
	別紙５_Redacted
	別紙６　バインダー1_Redacted
	別紙６_Redacted





